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ターボ冷凍機（RC-1）にお
ける圧縮機分解整備
1台

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
総務課

令和3年7月1日
TMES株式会社
東京都港区芝4-1-23
MS芝浦ビル8階

14,630,000円

本分解整備実施にあたり、整備期間中に
おける院内各種空調設備機器の運転調
整等が必要となるが、過去の実績により
必要な能力及び経験を有し迅速かつ円
滑に実施できるのは契約業者のみである
こと、また、契約の性質又は目的が競争
を許さないため。 (日本赤十字社会計規
則第36条第3項)

CTスキャナ装置
TSX-301C/7B保守

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
契約管財課

令和3年7月8日

キャノンメディカルシステムズ株式会社
東京サービスセンタ
東京都中央区佃二丁目1番6号
リバーシティM-SQUARE 8階

68,547,600円/3年
(22,849,200円/年)

当該機器の製造業者がキャノンメディカ
ルシステムズ株式会社であり、製造元で
保守を行うことが望ましいため、日本赤
十字社会計規則第36条3項の契約の質
又は目的が競争を許さないに該当するた
め、随意契約とするものであること。

防音ﾊﾟｰｿﾅﾙｽﾍﾟｰｽ
(ﾃﾚｷｭｰﾌﾞ)

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
契約管財課

令和3年6月25日
東京都文京区湯島2-16-11
株式会社イノメディックス
本郷営業所

1,085,260円

予定価格が１６０万円を超えないことか
ら、日本赤十字社会計規則第３６条第５
項の規定に基づき、随意契約とするもの
であること。

黄疸計
（ＪＭ-105）

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
契約管財課

令和3年6月25日
東京都文京区本郷3-4-6
株式会社ＭＭコーポレーション

2,013,000円

新型コロナウイルス接触感染を防止する
目的で母子同室隔離のため、新生児観
察用に早急に必要となるため、日本赤十
字社会計規則第36条第3項の契約の性
質又は目的が競争を許さないに該当する
ため、随意契約とするものであること。

読影ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ
(ＰＡＣＳ)

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
契約管財課

令和3年6月25日

東京都港区西麻布2-26-30
富士ﾌｲﾙﾑ西麻布ビル
富士ﾌｲﾙﾑﾒﾃﾞｨｶﾙ株式会社
東京支社

1,980,000円

読影ステーションはすでに２式導入済み
であり、電子カルテシステムとの連携の
観点からも同一の購入業者であることが
好ましいことから、日本赤十字社会計規
則第36条3項規定の契約の性質又は目
的が競争を許さないことに該当する為、
随意契約としたい。

（1）公表対象の随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価又は予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した
　　場合には予定調達総額を記載する。　
（2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えること、その他所要の調整を加えることができる。
（3）随意契約によることとした理由については、単に根拠条文を引用するのみでなく、具体的な理由を簡潔に記載する。
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中性子サーベイメーター
LUCREST TPS-1451
1台

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
契約管財課

令和3年7月12日
株式会社千代田テクノル
東京都文京区湯島1-7-12

1,571,680円

予定価格が160万円を超えない財産の買
い入れに該当することから、日本赤十字
社会計規則第36条3項規定の契約の性
質又は目的が競争を許さないことに該当
する為、随意契約とするものであること。

使い捨て防塵マスク
（ハイラック350型）
607箱（6070枚)

東京都渋谷区広尾4-1-23
日本赤十字社医療センター
契約管財課

令和3年9月1日
株式会社ＭＭコーポレーション
東京都江東区佐賀2-8-20
㈱メディセオ新東京ビル内

1,201,860円

東京都福祉保健局医療政策部医療施設
等施設・設備費等補助金に係る契約手
続基準　第5 契約の例外（6）に該当する
ため。

SARSコロナウイルス核酸
キット
ID NOW 新型コロナウイ
ルス2019
1式

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
契約管財課

令和3年8月18日
株式会社MMコーポレーション
東京都文京区本郷3丁目4番6号

1,065,240円

予定価格が160万円を超えない財産の買
い入れに該当することから、日本赤十字
社会計規則第36条3項規定の契約の性
質又は目的が競争を許さないことに該当
する為、随意契約とするものであること。

遺伝子解析装置モジュー
ルボックス
FilmArray Torch モジュー
ルボックス
２式

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
契約管財課

令和3年8月18日
株式会社MMコーポレーション
東京都文京区本郷3丁目4番6号

6,050,000円

新型コロナウイルス感染症対策とし感染
拡大防止を目的に、日本赤十字社会計
規則第36条3項規定の契約の緊急の必
要により競争に付することができないこと
に該当する為、随意契約とするものであ
ること。

地下一階栄養課プレハブ
冷凍庫室外機の更新

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
総務課

令和3年7月29日
株式会社新郷厨房
東京都足立区入谷1-19-12

2,228,600円

当センターの栄養課厨房内の修理対応
に熟知した㈱新郷厨房が望ましいこと及
び早急な対応が必要であることから、日
本赤十字社会計規則第36条3項の「契約
の性質または目的が競争を許さない場
合」の規定に基づき随意契約とすること。

（1）公表対象の随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価又は予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した
　　場合には予定調達総額を記載する。　
（2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えること、その他所要の調整を加えることができる。
（3）随意契約によることとした理由については、単に根拠条文を引用するのみでなく、具体的な理由を簡潔に記載する。

公表対象随意契約一覧
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輸液ポンプFP-N15-NS
40台　保守

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
契約管財課

令和3年8月30日
株式会社イノメディックス
本郷営業所
東京都文京区湯島2-16-11

6,468,000円/10年
(646,800円/年）

製造元メーカーのニプロ株式会社が選定
した代理店が株式会社イノメディックスで
あるため、日本赤十字社会計規則第３６
条第３項の契約の性質又は目的が競争を
許さないに該当するため、随意契約とす
るものであること。

メドトロニック社製
StealthStation S7　1台

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
契約管財課

令和3年9月1日
株式会社イノメディックス
本郷営業所
東京都文京区湯島2-16-11

1,540,000円

製造元メーカーの日本メドトロニック株式
会社が選定した代理店が株式会社イノメ
ディックスであるため、日本赤十字社会計
規則第３６条第３項の契約の性質又は目
的が競争を許さないに該当するため、随
意契約とするものであること。

総合操作盤更新整備工
事（一式）

東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
総務課

令和3年9月15日
TMES株式会社
東京都港区芝4-13-23
MS芝浦ビル8階

7,370,000円

契約業者は当センターの施設設備管理運
営業務を委託している業者であり、過去
の実績により必要な能力及び経験を有し
迅速かつ円滑に実施できるのは契約業者
のみであること、また、契約の性質又は目
的が競争を許さないため。（日本赤十字
社会計規則第36条第3項）

自動ドア整備　13台
東京都渋谷区広尾4-1-22
日本赤十字社医療センター
総務課

令和3年9月15日
TMES株式会社
東京都港区芝4-13-23
MS芝浦ビル8階

5,060,000円

契約業者は当センターの施設設備管理運
営業務を委託している業者であり、過去
の実績により必要な能力及び経験を有し
迅速かつ円滑に実施できるのは契約業者
のみであること、また、契約の性質又は目
的が競争を許さないため。（日本赤十字
社会計規則第36条第3項）

備考
（1）公表対象の随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価又は予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した
　　場合には予定調達総額を記載する。　
（2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えること、その他所要の調整を加えることができる。
（3）随意契約によることとした理由については、単に根拠条文を引用するのみでなく、具体的な理由を簡潔に記載する。

公表対象随意契約一覧


